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代 表 者 役 職 名 代 表 取 締 役 社 長 氏 名 小 野 木 　 聖 二
問合せ先責任者 役 職 名 管 理 部 長

氏 名 島 田 　 三 郎 Ｔ Ｅ Ｌ (     )03 6810－1000
中間決算取締役会開催日 平 成 17年 11月 10日 中 間 配 当 制 度 の 有 無 有
中間配当支払開始予定日 平 成 17年 12月  9日 単 元 株 制 度 採 用 の 有 無 有（１単元    100株）

1. 17年 9月中間期の業績 （平成17年 4月 1日～平成17年 9月30日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年 9月中間期       73,228     3.9       2,616   139.3       3,011   118.9
16年 9月中間期       70,495     3.5       1,093－        1,375－

17年 3月期      159,715－        8,095－        8,427－

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益
％ 円 銭百万円

17年 9月中間期        3,019－          41.05
16年 9月中間期       △1,602－         △21.79

17年 3月期        2,484－          33.22

(注 )1.期中平均株式数 17年 9月中間期     73,568,917株 16年 9月中間期     73,569,743株
17年 3月期     73,569,523株

2.会計処理の方法の変更 有
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )配当状況
(注 )17年 9月中間期　中間配当金の内訳1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金

記念配当 － 円－銭円 銭 円 銭
17年 9月中間期          20.00－ 特別配当 － 円－銭
16年 9月中間期          10.00－

17年 3月期 －          23.00

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

17年 9月中間期      155,836       97,087     62.3      1,319.69
16年 9月中間期      148,666       88,350     59.4      1,200.91

17年 3月期      161,788       93,737     57.9      1,273.59

(注 )1.期末発行済株式数 17年 9月中間期     73,568,655株 16年 9月中間期     73,569,535株
17年 3月期     73,569,151株

2.期末自己株式数 17年 9月中間期          7,601株 16年 9月中間期          6,721株
17年 3月期          7,105株

2. 18年 3月期の業績予想 （平成17年 4月 1日～平成18年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期 末

百万円 百万円 百万円 円銭 円銭
通 期      164,000      10,000       7,400         30.00         50.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )         100円04銭

*業 績 予 想 は 、 本 資 料 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、 実 際 の 業 績
は 今 後 様 々 な 要 因 に よ り 予 想 数 値 と 異 な る 場 合 が あ り ま す 。 期 末 配 当 金 に は 、 記 念 配 当 金10円00銭
を 含 み ま す 。

当期より、固定資産の減損に係る会計基準を適用しております

（百万円未満切り捨て）

当期より、固定資産の減損に係る会計基準を適用しております



  （株式会社  山武：中間個別）

前事業年度の

要約貸借対照表

 

 流  動  資  産 110,13074.1114,62073.6 4,489121,06374.8
現 金 及 び 預 金 33,256 24,549 △8,70635,752
受 取 手 形 13,337 11,923 △1,41413,008
売 掛 金 27,351 29,896 2,54530,524
完 成 工 事 未 収 入 金 8,801 11,517 2,71617,668
有 価 証 券 - 8,998 8,998 -
た な 卸 資 産 16,108 13,954 △2,15313,147
繰 延 税 金 資 産 4,843 3,561 △1,282 4,562
そ の 他 7,197 10,680 3,483 6,773
貸 倒 引 当 金 △764 △461 302 △ 373

  
固  定  資  産 38,53525.9 41,21526.4 2,68040,72425.2
  有形固定資産 ( 13,840) ( 9.3) ( 13,091)(  8.4) (  △749) ( 13,536) ( 8.4)
 建 物 5,577 5,084 △492 5,269

そ の 他 8,263 8,007 △256 8,266
    

 無形固定資産 (  1,169)(  0.8) (  1,280)(  0.8) (    110)(   1,218)(  0.8)
　    
　 投資その他の資産 ( 23,525)( 15.8) ( 26,843)( 17.2) (  3,318) ( 25,968)( 16.0)
 投 資 有 価 証 券 10,589 16,231 5,64114,115

関 係 会 社 株 式 3,500 3,593 92 3,500
繰 延 税 金 資 産 5,441 2,130 △3,310 3,993
そ の 他 5,774 7,251 1,477 6,646
貸 倒 引 当 金 △226 △887 △661 △ 811
投 資 損 失 引 当 金 △1,554 △1,476 78 △ 1,476

148,666100.0155,836100.0 7,169161,788100.0

構成比
区分

資 産 合 計

増 減

金額

（平成17年３月31日）

中間貸借対照表

資          産          の          部

（平成16年９月30日） （平成17年９月30日）

前中間会計期間末

(百万円) (%)

当中間会計期間末

(百万円) (百万円)(%)

金額 金額

(%)

構成比 構成比
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  （株式会社  山武：中間個別）

 

前事業年度の

要約貸借対照表

 

 流　動　負　債 46,19631.1 45,66129.3 △534 54,52633.7
支 払 手 形 1,860 1,709 △151 2,083
買 掛 金 17,892 18,495 602 21,069
工 事 未 払 金 3,114 2,719 △395 4,783
短 期 借 入 金 4,197 3,382 △814 3,382
未 払 消 費 税 等 241 296 55 662
未 払 法 人 税 等 528 447 △81 2,962
未 成 工 事 受 入 金 4,162 2,037 △2,125 2,430
賞 与 引 当 金 4,806 5,190 384 7,096
製 品 保 証 等 引 当 金 - 222 222 227
そ の 他 9,391 11,160 1,769 9,828

 固　定　負　債 14,1199.5 13,0878.4 △1,03213,5248.4
長 期 借 入 金 2,159 1,434 △724 1,492
退 職 給 付 引 当 金 11,036 11,035 △0 11,099
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 325 - △325 348
そ の 他 599 616 17 584

60,31640.6 58,74837.7△1,56768,05042.1

 資    本    金 10,5227.1 10,5226.8 - 10,5226.5

資 本 剰 余 金 12,6478.6 12,6478.1 - 12,6477.8
資 本 準 備 金 12,647 12,647 - 12,647

利 益 剰 余 金 63,58542.8 68,96044.2 5,37466,93641.4
利 益 準 備 金 2,519 2,519 - 2,519
任 意 積 立 金 52,568 52,500 △67 52,568
中間(当期)未処分利益 8,497 13,939 5,44211,848

その他有価証券評価差額金 1,601 1.1 4,964 3.2 3,363 3,637 2.2

自  己  株  式 △6 △0.0 △7 △0.0 △1 △6 △0.0

88,35059.4 97,08762.3 8,73793,73757.9
148,666100.0155,836100.0 7,169161,788100.0

区分
金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

負 債 合 計

資 本 合 計
負 債 ・ 資 本 合 計

前中間会計期間末 当中間会計期間末

(百万円) (%) (百万円) (%)

増 減

負     債     及     び     資     本     の     部

（平成16年９月30日） （平成17年９月30日） （平成17年３月31日）

(百万円) (%)
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（株式会社  山武：中間個別）

前中間会計期間 当中間会計期間  
前事業年度の
要約損益計算書

自 平成16年４月１日 自 平成17年４月１日 増  減 自 平成16年４月１日

至 平成16年９月30日至 平成17年９月30日   至 平成17年３月31日

70,495100.073,228100.02,732159,715100.0

43,57861.845,21761.71,63999,34262.2

26,91738.228,01138.31,09360,37337.8

25,82436.625,39434.7△43052,27732.7

1,0931.6 2,6163.6 1,5238,0955.1

417 0.6 459 0.6 41 539 0.3

受 取 利 息 及 び 配 当 金 216 310 94 271

そ の 他 201 148 △52 268

135 0.2 64 0.1 △71 208 0.1

支 払 利 息 63 44 △19 112

そ の 他 71 19 △51 95

1,3752.0 3,0114.1 1,6368,4275.3

88 0.1 3,2264.4 3,137 99 0.1

3,9315.6 1,0871.5△2,8444,2442.7

△2,467△3.5 5,1507.0 7,6184,2822.7

60 0.1 166 0.2 106 2,3741.5

△924△1.3 1,9642.7 2,889△575△0.4

△1,602△2.3 3,0194.1 4,6222,4841.6

10,100 - 10,919 - 81910,100 -

- - - - - 735 -

8,497 - 13,939 - 5,44211,848 -

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

法 人 税 等 調 整 額

営 業 外 費 用

特 別 利 益

法人税、住民税及び事業税

税引前中間（当期）純利益

中間損益計算書

営 業 外 収 益

中間（当期）未処分利益

営 業 利 益

経 常 利 益

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額

特 別 損 失

売 上 高

区分
（百万円） （％）

金額 百分比 金額 百分比

（百万円） （％）

金額 百分比

（百万円） （％）
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（株式会社  山武：中間個別） 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１） 有 価 証 券 

①満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法） 

②子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

③その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定している） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

（２） デリバティブ 

時価法 

（３） た な 卸 資 産 

①商品、製品及び仕掛品 

主として個別法による原価法 

②未成工事支出金 

個別法による原価法 

③材料 

主として移動平均法による原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 
（１） 有形固定資産  

平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法、それ以外の

資産は定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は、建物15～50年、機械装置４～12年、工具器具備品２～６年でありま 

す。 

（２） 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、主な償却年数は、自社利用のソフトウェア５年であります。 

 

３．引当金の計上基準 

（１） 貸 倒 引 当 金  

債権の貸し倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

（２） 投資損失引当金 

関係会社への投資に係る損失に備えるため、各社の財政状態及び経営成績等を勘案して必要額

を計上しております。 

（３） 賞 与 引 当 金 

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額の当中間会計期間負担分を計上しております。 

（４） 製品保証等引当金 

製品のアフターサービス等の費用支出に備えるため、保証期間内のサービス費用見込額等を過

去の実績を基礎として計上しております。 

 

 

 

 



（株式会社  山武：中間個別） 
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（５） 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。  

なお、過去勤務債務及び数理計算上の差異の処理は、それぞれの発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（15年）による定額法により、費用処理（数理計算上の差異は、それ

ぞれ発生の翌事業年度から費用処理）しております。 

（６） 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に従って役員の在任年数と報酬を基準として見積

もった額を計上しておりましたが、平成 17年６月29日開催の株主総会において、役員の退職
慰労金制度の廃止及び退職慰労金打切り支給を決議したことに伴い、役員退職慰労引当金 332
百万円は固定負債の｢その他｣ に計上しております。 

 

４．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。 

 

５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

６．ヘッジ会計の方法 

（１） ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっております。ただし、振当処理の要件を満たしている為替予

約等については、振当処理を行っております。 

（２） ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

デリバティブ取引（為替予約取引等） 

ヘッジ対象 

相場変動等による損失の可能性があり、相場変動等が評価に反映されていないもの 

（３） ヘッジ方針 

外貨建取引（金銭債権債務、予定取引等）の為替変動リスクに対して為替予約取引等を個別ヘ

ッジによるヘッジ手段として用いております。 

（４） ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ開始時点で相場変動又はキャッシュ・フロー変動の相殺の有効性を評価し、その後ヘッ

ジ期間を通して当初決めた有効性の評価方法を用いて、半期毎に高い有効性が保たれているこ

とを確かめております。 

（５） その他ヘッジ取引に係る管理体制 

管理目的・管理対象・取引手続等を定めた社内管理要領に基づきデリバティブ取引を執行・管

理しており、この管理の一環としてヘッジ有効性の評価を行っております。 

 

７．消費税等の会計処理 

税抜き方式を採用しております。 

 

８．固定資産の減損に係る会計基準 

当中間会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第6号 平成15年10月31日）を適用しております。これにより

税引前中間純利益は330百万円減少しております。 



（株式会社  山武：中間個別）

注記事項

（中間貸借対照表関係）

１有形固定資産の減価償却累計額 １有形固定資産の減価償却累計額 １有形固定資産の減価償却累計額

は、31,038百万円であります。 は、30,204百万円であります。 は、30,909百万円であります。

２担保提供資産及び対象債務 ２担保提供資産及び対象債務 ２担保提供資産及び対象債務

担保提供資産 担保提供資産 担保提供資産

投資有価証券 2,865百万円 投資有価証券 2,946百万円 投資有価証券 2,583百万円

対象債務 対象債務 対象債務

短期借入金 800百万円 短期借入金 600百万円 短期借入金 610百万円

長期借入金 1,000百万円 長期借入金 800百万円 長期借入金 800百万円

計 1,800百万円 計 1,400百万円 計 1,410百万円

３偶発債務 ３偶発債務 ３偶発債務

債務保証の内訳は、次のとおりで 債務保証の内訳は、次のとおりで 債務保証の内訳は、次のとおりで

あります。 あります。 あります。

４取引銀行４行と特定融資枠契約を締結 ４ ４取引銀行４行と特定融資枠契約を締結
しております。この契約に基づく当中 しております。この契約に基づく当事
間会計期間末の借入実行残高は次のと 業度末の借入実行残高は次のとおりで
おりであります。 あります。
特定融資枠契約の総額 10,000百万円 特定融資枠契約の総額 10,000百万円

借入残高 -百万円 借入残高 -百万円

1 

合計 1,431 

その他 1 
合計 1,212 

山武コントロールプロダ
クト㈱の一括支払信託債
務に対する併存的債務引
受

1,247 

韓国山武㈱の金融機関か
らの借入に対する経営指
導念書の差し入れ

その他

30 

20 

安全センター㈱の金融機
関からの借入に対する経
営指導念書の差し入れ

120 

山武センシング・コント
ロール㈱のリース債務に
対する債務保証

28 

12 

内容及び主な被保証先

従業員の金融機関からの
住宅資金借入に対する債
務保証

山武コントロールプロダ
クト㈱の一括支払信託債
務に対する併存的債務引
受

1,131 

被保証残高

（百万円）

安全センター㈱の金融機
関からの借入に対する経
営指導念書の差し入れ

100 

山武コントロールプロダ
クト㈱の一括支払信託債
務に対する併存的債務引
受

1,208 

合計 1,396 

その他 1 

10 

内容及び主な被保証先

従業員の金融機関からの
住宅資金借入に対する債
務保証

44 
韓国山武㈱の金融機関か
らの借入に対する経営指
導念書の差し入れ

韓国山武㈱の金融機関か
らの借入に対する経営指
導念書の差し入れ

39 

従業員の金融機関からの
住宅資金借入に対する債
務保証

11 

㈱イー・エス・ディの金
融機関からの借入に対す
る債務保証

被保証残高

（百万円）

前事業年度末

（平成17年３月31日）

同左

前中間会計期間末

（平成16年９月30日）

内容及び主な被保証先
被保証残高

（百万円）

当中間会計期間末

（平成17年９月30日）

30 
㈱イー・エス・ディの金
融機関からの借入に対す
る債務保証
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（株式会社  山武：中間個別）

（中間損益計算書関係）

１ 減価償却費 １ 減価償却費 １ 減価償却費

有形固定資産 770百万円 有形固定資産 728百万円 有形固定資産 1,638百万円

無形固定資産 154百万円 無形固定資産 187百万円 無形固定資産 307百万円

２ ２ 特別利益 ２

固定資産売却益 2,713百万円

（土地 2,712百万円)

３ 特別損失 ３ ３ 特別損失

適格退職年金制度 適格退職年金制度

終了損 終了損

4税効果会計関係 4税効果会計関係 4

当中間会計期間に係る納付税額

及び法人税等調整額は、当事業

年度において予定している利益

処分による固定資産圧縮積立金

及び特別償却準備金の積立て

並びに取崩しを前提として、

当中間会計期間に係る金額

を計算しております。

５ ５ 減損損失 ５
当中間会計期間において、当社は

以下の資産について減損損失を

計上しております。

当社は、管理会計上の事業区分に

より資産のグルーピングを行って

おります。

グルーピングの単位である各事業

部においては、減損の兆候はあり

ませんが、遊休土地の地価が大幅

に下落したため、帳簿価格を回収

可能限度額まで減額し、当該減少

額を減損損失（330百万円）として

特別損失に計上しております。

なお、回収可能価格は正味売却価

額により測定しており、兵庫県神

戸市土地については不動産鑑定士

による不動産鑑定評価額によって

おります。

―――――― ――――――

――――――

――――――

同左

3,452百万円

前事業年度

　　至　平成17年９月30日） 　　至　平成17年３月31日）
（自　平成17年４月１日 （自　平成16年４月１日

当中間会計期間前中間会計期間

（自　平成16年４月１日
　　至　平成16年９月30日）

――――――

――――――

3,452百万円

場所 用途 種類

兵庫県神戸市 遊休 土地 327 百万円

その他 遊休 土地 2 百万円

減損損失
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（株式会社　山武：中間個別）

（借主側） （借主側） （借主側）

Ⅰ．リース物件の所有権が借主に移転す Ⅰ．リース物件の所有権が借主に移転す Ⅰ．リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ ると認められるもの以外のファイナ ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 ンス・リース取引 ンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当 １．リース物件の取得価額相当 １．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及 額、減価償却累計額相当額及 額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 び中間期末残高相当額 び期末残高相当額

２．未経過リース料中間期末残高 ２．未経過リース料中間期末残高 ２．未経過リース料期末残高

相当額 相当額 相当額

  取得価額相当額及び未経過   取得価額相当額及び未経過

  リース料中間期末残高相当   リース料期末残高相当額

  額は、未経過リース料中間   は、未経過リース料期末残

  期末残高が有形固定資産の   高が有形固定資産の期末残

  中間期末残高等に占める割   高等に占めるその割合が

  合が低いため、支払利子込   低いため、支払利子込み法

  み法により算定しておりま   により算定しております。

  す。

３．支払リース料及び減価償却費 ３．支払リース料及び減価償却費 ３．支払リース料及び減価償却費

相当額 相当額 相当額

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を10％として計算し

た定率法による減価償却費相

当額に簡便的に９分の10を乗

じた額を各期の減価償却費相

当額としております。

Ⅱ． Ⅱ．オペレーティング・リース取引 Ⅱ．

未経過リース料

――――― ―――――

(注)

同左同左

（注） (注) 同左      

リース取引

前中間会計期間

（自　平成16年４月１日
　　至　平成16年９月30日）

前事業年度

（自　平成16年４月１日
　　至　平成17年３月31日）

当中間会計期間

（自　平成17年４月１日
　　至　平成17年９月30日）

合計 888 732 156 

ソフトウ
エア

7 5 1 

120 
工具器具
備品

808 688 

車両
運搬具

72 38 34 

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

中間期末
残高相当
額
(百万円)

１年内 312百万円

１年超 1,277百万円

合計 1,589百万円

支払リース料 115百万円
減価償却費相当
額

82百万円

合計 619 499 120 

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

中間期末
残高相当
額
(百万円)

工具器具
備品

544 445 98 

車両
運搬具

68 47 20 

ソフトウ
エア

7 6 0 

１年内 250百万円

１年超 1,463百万円

合計 1,713百万円

支払リース料 98百万円
減価償却費相当
額

67百万円

合計 880 720 160 

ソフトウ
エア

7 6 0 

工具器具
備品

800 666 133 

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

車両
運搬具

72 46 25 

１年内 281百万円

１年超 1,391百万円

合計 1,673百万円

支払リース料 221百万円
減価償却費相当
額

156百万円

１年内 328百万円

１年超 1,889百万円

合計 2,217百万円
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（株式会社　山武：中間個別）

(貸主側) (貸主側) (貸主側)

リース物件の所有権が借主に移転す リース物件の所有権が借主に移転す リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ ると認められるもの以外のファイナ ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 ンス・リース取引 ンス・リース取引

未経過リース料中間期末残高 未経過リース料中間期末残高 未経過リース料中間期末残高

相当額 相当額 相当額

上記はすべて転貸リース取 上記はすべて転貸リース取

引に係る貸主側の未経過 引に係る貸主側の未経過

リース料中間期末残高相当 リース料期末残高相当額で

額であります。 あります。

なお、当該転貸リース取引 なお、当該転貸リース取引

は、概ね同一の条件で第三 は、概ね同一の条件で第三

者にリースしているので、 者にリースしているので、

同額の残高が上記の借主側 ほぼ同額の残高が上記の

の未経過リース料中間期末 借主側の未経過リース料

残高相当額に含まれており 期末残高相当額に含まれて

ます。 おります。

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価
のあるものはありません。

　　至　平成15年９月30日）

同左

　　至　平成16年９月30日） 　　至　平成16年３月31日）

有価証券

前中間会計期間

(注) (注) (注)

当中間会計期間 前事業年度

（自　平成15年４月１日 （自　平成16年４月１日 （自　平成15年４月１日

１年内 163百万円

１年超 1,355百万円

合計 1,519百万円

１年内 128百万円

１年超 1,168百万円

合計 1,296百万円

１年内 142百万円

１年超 1,264百万円

合計 1,407百万円
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（株式会社  山武：中間個別）

１株当たり情報

１株当たり純資産額 1,200円91銭１株当たり純資産額 1,319円69銭１株当たり純資産額 1,273円59銭

１株当たり中間純利益 １株当たり中間純利益 １株当たり当期純利益

金額 金額 金額

（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

２．１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前中間会計期間
（自　平成16年４月１日

　　至　平成16年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日

　　至　平成17年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日

　　至　平成17年９月30日）

△21円79銭 41円05銭 33円22銭

中間（当期）純利益（百万円） △1,602 3,019 2,484 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 40 

（うち利益処分による役員賞与金（百万円）） (－) (－) (40)

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） △1,602 3,019 2,444 

普通株式の期中平均株式数（千株） 73,569 73,568 73,569 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日

　　至 平成17年９月30日）

前事業年度
（自 平成16年４月１日

　　至 平成17年３月31日）

前中間会計期間
（自 平成16年４月１日

　　至 平成16年９月30日）
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